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　カテゴリー別原単位を見ると、台所用洗剤は一部製品の容器薄肉化が進み前年と比較し14.1％

と大きく減少、住居用洗剤も前年と比較して5.3％と低下したが、洗濯用液体洗剤、柔軟仕上げ剤、

漂白剤・かびとり剤はそれぞれ2.1％、3.6％、4.1％の上昇となった。

注５）1995年の全製品出荷量は647千トン、1995年の全プラスチック量は48.4千トン

３－３．バイオマス樹脂及び再生樹脂使用製品の容器包装プラスチック使用量

　2024年のバイオマス樹脂及び再生樹脂使用製品の容器包装プラスチック使用量は9.0千トン

で、バイオマス樹脂が12％（1.1千トン）、再生樹脂が88％（7.9千トン）で、前年と比較するとバ

イオマス樹脂が31％減少する一方再生樹脂は25％増加となった注６）。特に台所用洗剤にてバイオ

マスプラスチックの重量が180トン減少する一方で再生プラスチックの重量が260トン増加してい

る。（図6-1、6-2、6-3、6-4）。

注６）�2023年のバイオマス樹脂使用製品の容器包装プラスチック使用量は1.9千トン、2023年の再生樹脂使用製品
の容器プラスチック使用量は6.3千トン
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図6-1　バイオマスプラスチック使用製品のプラスチック量
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図6-2　再生プラスチック使用製品のプラスチック量
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図6-3　バイオマス重量
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４ ．ま と め　

　第四次自主行動計画３年目にあたる2024年の結果を表２に示す。

表２　第四次自主行動計画に対する2024年の結果
項　　目 目　　標 結　　果

プラスチック使用量原単位　削減比率％ 1995年比で
42％以上の削減を継続

43.5％
（前年43.2％）

バイオマス樹脂および再生樹脂を使用した
容器包装プラスチック使用量

2020年比で５倍以上
（2030年まで）

3.26倍
（前年2.97倍）

　プラスチック使用量原単位の削減に関しては、目標の1995年比で42％以上の削減を継続する、

に対して、過去最高の43.5％（前年43.2％）で目標を達成した。

　バイオマス樹脂および再生樹脂を使用した容器包装プラスチック使用量については、目標が

2020年比で５倍以上に対して、3.26倍の結果となり、前年の2.97倍と比較すると伸長したことが

確認された。しかし使用量の伸びがやや鈍化してきており、2030年までに５倍の目標値を達成す

るべく、当工業会内外での啓発推進活動を活発化させていく。

　ボトルの肉厚を可能な限り薄くすることに加え、中身を濃縮して製品をコンパクト化すること

は、使用後の廃棄物を削減するだけでなく生産・流通・使用時のエネルギー消費量の削減や資源

の節約にも大きな効果をもたらしている。また、詰替え・付替え用製品については、本品の容器

をリユースすることでプラスチック使用量の大幅なリデュースを達成している。近年は詰替え・

付替え用製品の出荷比率が年々伸長してきており、それがプラスチック使用量（原単位）の削減

に大きく寄与している。加えて、プラスチック使用量削減第三次自主行動計画の初年度から開始

した製品ライフサイクルを対象とした環境配慮設計チェックリストも有効に活用され、2022年に
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図6-4　再生プラスチック重量
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更新した環境配慮設計チェックリスト（ガイドライン2022年度版）の活用も始まり、バイオマス

樹脂および再生樹脂の利用も進んできている。

　消費者や関係業界などの協力もあり、容器包装へのプラスチック使用量削減活動は進展してい

る。来年以降も特定事業者として容器包装リサイクル法における役割をしっかり果たすととも

に、地球規模の環境問題の解決やプラスチック資源循環にも貢献すべく、リデュース、リユース、

リサイクル、リニューアブルへのさらなる取組みを続けていく。

（事務局　集計、青木克敏、大石 勇　記）
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Ⅱ . 下水処理場水質データ
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Ⅱ．下水処理場水質データ（東京都および政令指定都市・2023 年度分）

１ ．はじめに　

　日本石鹸洗剤工業会では、1974年より主要都市の下水処理場の流入下水・放流水の BOD・
MBAS濃度・総窒素（T-N）・総リン（T-P）及びこれらの処理状況（除去率）を調査しまとめてきた。
　以下２. に2023年度の水質及び処理状況、３. には過去20年間の平均水質の推移をまとめた。

２ ．流入下水、放流水の水質及び処理状況　

　2023年度（2023年４月～ 2024年３月）の20都市下水処理場における流入下水、放流水の水質
と処理状況（年度平均除去率）は表１～５のとおり。これらのデータは、札幌、仙台、さいたま、
千葉、東京、川崎、横浜、新潟、静岡、浜松、名古屋、京都、大阪、堺、神戸、岡山、広島、北
九州、福岡、熊本の各都市から提供いただいたものである。（ご協力頂きました各自治体の下水
道部局に厚く御礼申し上げます。）� （鎌田美穂　集計、笹谷裕二　検算）

表１　20都市の処理場の流入下水、放流水の水質および除去率

項　目 流入下水（㎎ /Ｌ） 放流水（㎎ /Ｌ） 除去率（％）年度平均の範囲 年度平均の平均 年度平均の範囲 年度平均の平均

BOD＊ 52　　～710 166.8 （＜1.0～ 1.7　） ＜0.5 　～25　　 （ 5.5 ） 4.2　 （ 98　） 97　
（　0　～ 7.1　） ＜0.5 　～ 4.7　 （ 2.3 ） 2.0　 （ 99　） 99　

MBAS 0.245～ 10   2.1 （　0　～ 0.002） 0.0004～ 0.18 （ 0.03） 0.03 （ －　） 99　
T－N 6.9  ～ 63  33　 （　4.7～31.0　） ＜0.4 　～30.7　 （12　 ）12 （ 61　） 64　
T－ P 0.68 ～ 12   3.7 （＜0.1～ 6.4　） 0.08　～ 3.4　 （ 0.6 ） 0.8　 （ 85.3） 77.1
＊ＢＯＤ下段（放流水及び除去率）はＣ－ＢＯＤ（またはＡＴＵ－ＢＯＤ）、上段はＢＯＤと表示されたデータの値。
注１）Ｃ－ＢＯＤ：炭素系物質に関するＢＯＤ。アンモニア硝化など窒素の酸化に係る酸素消費は含まない。
注２）カッコ内は処理水データ。
注３）ＮＤは定量下限値未満を示す。ＮＤは０として算出。検出限界以下は検出限界値として算出。
注４）除去率は放流水の総ＢＯＤ、Ｃ－ＢＯＤに関わらず、総ＢＯＤを基準とし算出。
表２～５のデータは、以下の点(各都市記述の注記)に留意されたい。なお、カッコ内の数値は処理水（塩素投入前の終沈流出水）
であり、放流水質とは異なる。

札　　幌：処理場の内、創成川水再生プラザ第一と第二、豊平川水再生プラザ第一と第二、新川水再生プラザ第一と第二はそ
れぞれを同一プラザとして処理場数に計上している。放流水の資質は、残留塩素を除去して測定した数値である。

仙　　台：平均値は、測定値に定量下限値未満の値を含む場合、その値を「定量下限値×1/2」として計算した。南蒲生浄化
センター流入下水の値は流入２系統の平均値。

さいたま：放流水の水質は、残留塩素を除去して測定した数値である。
千　　葉：放流水の水質は、残留塩素を除去して測定した数値である。
東　　京：平均は全水再生センターの加重平均値である。区部13＋流域7＝20センター（20処理場数）で集計している。
川　　崎：系列が2つ以上ある水処理センターは、系列ごとの表記とした。
横　　浜：放流水の水質は、残留塩素を除去して測定した数値である。定量下限値：BOD、C-BOD0.1gml/L、総窒素0.6mg/L、

総リン0.08mg/L。令和５年度以降、LAS の分析はなし。
新　　潟：除去率は（流入下水－放流水）÷流入下水×100で計算した。放流水の水質は、残留塩素を除去して測定した数値

である。
京　　都：放流水の水質は、残留塩素を除去して測定した数値である。流入下水は場内返流水を含まない。施設処理水の平均

は、算術平均である。
大　　阪：平均は、12処理場16系列の加重平均水質。測定値が定量下限値未満の場合は、ND とする。一部の処理場の流入下

水は、汚泥処理からの返送水を含む。平均値について、ND は定量下限値を用いて算出した。平成21年度より、定
期的な MBAS 測定は行っていない。

　 堺 　：放流水の水質は、残留塩素を除去して測定した数値である。
神　　戸：総括表の平均の値は、流入下水は7処理場、放流水は10放流口の平均値を示した。処理場によって、終沈流出水の
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表２　都市別、流入下水、放流水のＢＯＤ値および除去率

都市別 処理場数 データ数
流入下水（㎎ /Ｌ） 放流水（㎎ /Ｌ）

除去率 （％）
年度平均の範囲 年度平均の平均 年度平均の範囲 年度平均の平均

札　 幌
10 13 52　～350 197　 （1.4～11　）　1.4～ 8.8 （6.5） 5.1 （97.4） ＊97.4

12 （1.6～ 7.1）　1.7～ 4.7 （3.7） 2.9 ＊（98.1） ＊98.5

仙　 台
5 5 160　～710 282　 　1.1～ 7.0 2.6 99.1

1 　4.0 4.0 ＊98.6

さいたま
1 1 164.0 164.0 （14.4）　1.7 （14.4） 1.7 （99.0） ＊99.0

1 （ 2.4）　1.6 （2.4） 1.6 ＊（98.5） ＊99.0

千　 葉
2 3 126　～196 173　 　0.6～ 3 1.6 99.1

0

東　 京
20 20 － 163.5 － 5.0 ＊96.9

2.3 ＊98.6

川　 崎
4 7 150　～220 180　 （2.3～17　）　1.4～11 （8.6） 4.2 （95.2） ＊97.7

7 （ND～ 4.8） （2.3） ＊（98.7）

横　 浜
11 11 120　～200 160　 （3.2～14　）　1.4～ 5.9 （5.3） 25.0 （96.7） ＊84.4

11 （1.6～ 3.2） （2.1） ＊（98.7）

新　 潟
4 4 79　～220 140　 （2.0～ 2.1）　1.0～ 3.5 （2.1） 2.3 ＊（98.5） 98.4

3 （1.3～ 1.3）　0.7～ 2.2 （1.3） 1.4 ＊（99.1） ＊99.0

静　 岡
7 7 52.4～268 164　 　1.0～ 2.4 1.6 99.1

0

浜　 松
11 11 110　～200 157.2 （ 2.6）　1　～ 6.9 （2.6） 5.6 ＊（98.3） 96.4

1 　4.2～ 4.2 1.6 ＊99.0

名 古 屋
15 15 100　～210 139　 　1.3～ 7 3.4 97.4

15 　0.5～ 2.1 1.3 ＊99.1

京　 都
4 6 64　～250 141　 （1.9～ 4.2）　2.1～ 3.2 （2.7） 2.5 ＊（98.1） 98.2

6 （1.6～ 3.7） （2.3） ＊（98.4）

大　 阪
12 16 65　～200 120　 　1.5～ 6.1 3.7 96.9

16 　1.1～ 4.3 2.4 ＊98.0

堺
3 3 100　～240 177　 　1.6～ 3.3 2.6 98.5

0

神　 戸
6 17 190　～270 229　 　0.7～25 4.0 98.3

17 ＜0.5～ 2.2 1.0 ＊99.6

岡 山
8 8 130　～250 160　 　0.6～ 3.1 1.7 99.0

0

広　 島
4 4 130　～170 140　 　1.2～ 6.8 3.7 97.4

3 　1.3～ 2.0 1.6 ＊98.9

北 九 州
5 6 110　～160 130　 （＜1.0～ 3.2）＜1.0～ 2.0 （1.8） 1.0 ＊（98.6） 98.6

6 （＜1.0～ 1.3） （＜1.0） ＊（99.2）

福　 岡
6 7 88　～300 180　 （1.9～ 8.4）＜1.0～ 4.3 （5.7） （96.8）

7 （1.4～ 2.5）＜1.0～ 2.9 （2.0） ＊（98.9）

熊 本
5 7 70　～240 140　 　1.1～ 2.9 2.0 98.6

0

20都市全部
に つ い て

143 171 52　～710 166.8 （＜1.0～17　）＜0.5～25 （5.5） 4.2 （98　） 97　
106 （0　～ 7.1）＜0.5～ 4.7 （2.3） 2.0 （99　） 99　

　注１） 下段はＣーＢＯＤ（ＡＴＵ－ＢＯＤ）。　
　注２）カッコ内は処理水データ。　
　注３）ＮＤは０として算出。検出限界以下は検出限界値として算出。
　注４） ＊印は当工業会集計、それ以外は各自治体から提供された数値。

データが無いところがあるので、総括表では終沈流出水を省いた。総括表の除去率は、平均値を使用した。放流水
の値が定量下限値未満のものは０として、除去率を算出した。

岡　　山：放流水の水質は、残留塩素を除去して測定した数値である。
広　　島：放流水の水質は、残留塩素を除去して測定した数値である。
北 九 州：放流水の測定結果は、消毒後の数値である。
福　　岡：放流水の水質は、残留塩素を除去して測定した数値である。定量下限値未満の結果が出た場合は、除去率及び平均

値の算出はしていない。
熊　　本：放流水の水質は、残留塩素を除去して測定した数値である。
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表３　都市別、流入下水、放流水のＭＢＡＳ値および除去率

都市別 処理場数 データ数
流入下水（㎎ /Ｌ） 放流水（㎎ /Ｌ）

除去率 （％）
年度平均の範囲 年度平均の平均 年度平均の範囲 年度平均の平均

札　 幌 10 5 0.245～ 1.45 1.1 ＜0.02～0.03　 ＜0.02　 98.6
仙　 台 5 3 1.6　～ 2.2 2.0 ND ND 100
さいたま 1 0 － － － － －
千　 葉 2 3 1.7　～ 2.8 2.4 ND ND 100
東　 京 20 0 － － － － －
川　 崎 4 7 1.5　～ 2.3 1.9 ND ND 100
横　 浜 11 0 － － － － －
新　 潟 4 4 0.88 ～10　 4.7 ＜0.05～0.12　 0.05　 98.9
静　 岡 7 0 － － － － －
浜　 松 11 5 1.3　～ 4.6 2.2 0.03～0.1 　 0 100.0
名古屋 15 0 － － － － －
京　 都 4 6 0.61 ～ 1.6 1.0 ＜0.005～＜0.005 ＜0.005 99.5
大　 阪 12 0 － － － － －
堺 3 3 1.0　～ 3.4 2.4 0.04～0.06　 0.05　 97.9 

神　 戸 6 0 － － － － －
岡 山 8 0 － － － － －
広　 島 4 0 ー － － － －
北九州 5 6 － － 0.0005～0.0023 0.0012 －
福　 岡 6 7 0.7　～ 2.8 1.6 － － －
熊 本 5 0 － － － － －
20都市全部
に つ い て 143 49 0.245～10　 2.1 0.0005～0.12　 （0.03） 0.03　 （－） 99

　注１）カッコ内は処理水データ。  　
　注２）ＮＤは０として算出。検出限界以下は検出限界値として算出。
　注３）＊印は当工業会集計、それ以外は各自治体から提供された数値。
　注４）≒ 100 は 100 として算出。
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表４　都市別、流入下水、放流水の総窒素（Ｔ－Ｎ）値および除去率

都市別 処理場数 データ数
流入下水（㎎ /Ｌ） 放流水（㎎ /Ｌ）

除去率 （％）
年度平均の範囲 年度平均の平均 年度平均の範囲 年度平均の平均

札　 幌 10 13 6.9～35　 28　 （3.6～15） 11　～11　 （10　） 11　 （60.6） ＊60.7

仙　 台 5 5 20　～46　 35　 1.5～26　 11　 68.6

さいたま 1 1 34.0 34.0 18.0 18.0 47.1

千　 葉 2 3 30　～44　 39　 9.2～12　 10.4 73.6

東　 京 20 20 － 32.7 － 10.1 ＊69.1

川　 崎 4 7 33　～37　 34　 （6.7～18） 6.8～18　 （12　） 12　 ＊（64.7） 64.7

横　 浜 11 11 22　～34　 27　 （7.3～13） （9.4） ＊（65.2） 65.2

新　 潟 4 4 24　～63　 39　 6.5～27　 14　 64.1

静　 岡 7 7 7.6～46　 27　 3.8～18　 9.4 64.8

浜　 松 11 11 23　～44　 34.3 0.4～21　 15.9 53.7

名 古 屋 15 15 22.1～36.9 27.6 5.7～18.4 12.1 55.2

京　 都 4 6 13　～29　 20　 （4.7～22） 4.7～ 8.1 （9.1） 6.6 ＊（54.5） 67.0

大　 阪 12 16 19　～34　 26　 5.2～13　 10.0 61.5

堺 3 3 26　～51　 39　 4.6～12　 8.4 78.4

神　 戸 6 17 27　～41　 31.9 7.1～15　 9.6 69.8

岡 山 8 8 27　～53　 43　 0.9～ 9.3 2.6 94.0

広　 島 4 4 21.8～30.8 26.4 9.4～18.6 13.1 50.4

北 九 州 5 6 25　～33　 28　 （6.9～10） 7.0～12　 （8.7） 9.5 ＊（68.9） 68.7

福　 岡 6 7 23.9～51.6 39.2 （4.7～31.0） 4.9～30.7 （18.8） 19.0 （52.1） ＊51.5

熊 本 5 7 23.4～59.2 40.2 4.4～27.6 18.0 55.2

20都市全部
に つ い て 143 171 6.9～63　 33　 （4.7～31.0） 0.4～30.7 （12　） 12　 （61　） 64　

　注１）カッコ内は処理水データ。
　注２）＊印は当工業会集計、それ以外は各自治体から提供された数値。
　注３）検出限界以下は検出限界値として算出。
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表５　都市別、 流入下水、 放流水の総リン （Ｔ－Ｐ） 値および除去率

都市別 処理場数 データ数
流入下水（㎎ /Ｌ） 放流水（㎎ /Ｌ）

除去率 （％）
年度平均の範囲 年度平均の平均 年度平均の範囲 年度平均の平均

札　 幌 10 13 1.4 ～12 　 4.1 （＜0.1～6.4 ） 0.2 （1.1 ） 0.2 （95.1） ＊95.1

仙 　 台 5 5 2.8 ～ 7.7 4.2 0.39～2.0 1.0 76.2

さいたま 1 1 3.6 3.6 2.5 2.5 30.6

千 　 葉 2 3 3.2 ～ 4.7 4.2 0.62～0.84 0.7 83.1

東 　 京 20 20 － 3.6 － 0.9 ＊74.6

川 　 崎 4 7 3.3 ～ 3.9 3.5 （　0.12～1.3 ） 0.13～1.3 （0.72） 0.73 ＊（79.4） 79.4

横 　 浜 11 11 2.6 ～ 4.9 3.6 （　0.25～2.3 ） （0.85） ＊（76.4） 76.4

新 　 潟 4 4 2.3 ～ 5.5 3.4 0.17～1.8 0.75 77.9

静 　 岡 7 7 0.68～ 5.7 3.0 0.12～3.4 0.86 71.7

浜 　 松 11 11 2.4 ～ 6.6 4.8 0.1 ～2.7 1.5 68.9

名 古 屋 15 15 2.34～ 4.76 3.12 0.13～1.36 0.59 80.5

京 　 都 4 6 1.4 ～ 3.5 2.3 （　0.1 ～1.2 ） 0.23～1.2 （0.5 ） 0.57 ＊（78.3） 75.2

大 　 阪 12 16 2.2 ～ 4.5 3.2 0.2 ～1.1 0.4 87.2

堺 3 3 3.0 ～ 5.5 4.3 0.18～0.26 0.23 94.5

神 　 戸 6 17 3.0 ～ 4.4 3.56 0.16～1.2 0.58 83.7

岡 山 8 8 3.0 ～ 6.1 4.7 0.1 ～1.8 0.87 81.3

広 　 島 4 4 2.5 ～ 4.7 3.3 1.0 ～1.8 1.3 60.6

北 九 州 5 6 2.7 ～ 3.7 3.0 （　0.17～0.77） 0.13～0.80 （0.33） 0.32 ＊（89.0） 89.2

福 　 岡 6 7 2.31～ 6.9 4.38（　0.11～0.47） 0.08～0.5 （0.28） 0.27 （93.7） ＊93.8

熊 本 5 7 2.2 ～ 6.8 4.3 0.2 ～2.4 1.6  62.8

20都市全部
に つ い て 143 171 0.68～12 　 3.7 （＜0.1 ～6.4 ） 0.08～3.4 （0.6 ） 0.8 （85.3） 77.1

　注１）カッコ内は処理水データ。
   注２）＊印は当工業会集計、それ以外は各自治体から提供された数値。
   注３）検出限界以下は検出限界値として算出。
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3  ．下水処理場の平均水質の推移（過去 20 年）

2014 2015 2016 20172011 2012 20132008 2009 20102005 2006 2007 2022 20232004 2020 20212018 2019

2014 2015 2016 20172011 2012 20132008 2009 20102005 2006 2007 2022 20232004 2020 20212018 2019

図１－１　流入下水および放流水中の濃度ならびに除去率の推移
※各年度の平均値より作表
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2014 2015 20162011 2012 20132008 2009 20102005 2006 2007 2022 20232004 2020 20212018 2019

2014 2015 2016

2017

20172011 2012 20132008 2009 20102005 2006 2007 2022 20232004 2020 20212018 2019

図１－２　流入下水および放流水中の濃度ならびに除去率の推移
※各年度の平均値より作表
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図１－３　年度別のデータ集計自治体一覧

年
度

自
治
体

札

幌

仙

台

さ
い
た
ま

千

葉

東

京

川

崎

横

浜

新

潟

静

岡

浜

松

名
古
屋

京

都

大

阪
堺

神

戸

岡

山

広

島

北
九
州

福

岡

熊

本

2004 14 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

05 15 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

06 16 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

07 18 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

08 18 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

09 19 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

10 19 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

11 19 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

12 20 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

13 20 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

14 20 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

15 20 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

16 20 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

17 20 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

18 20 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

19 20 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

20 20 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

21 20 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

22 20 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

23 20 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
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Ⅲ. 化管法PRTR制度における界面活性剤の排出量と移動量
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Ⅲ．化管法PRTR制度における界面活性剤の排出量と移動量

　「化学物質排出移動量届出制度（PRTR 制度）」は、「特定化学物質の環境への排出量の把握等

および管理の改善の促進に関する法律（化管法）」に基づき導入されたもので、化学物質の環境

への排出量を把握することにより、化学物質を取り扱う事業者の自主的管理の改善を促進し、人

健康や環境への影響リスクを管理することを目的としたものである。

　1999年の制定以降、２度の改正を経ており、2008年11月の改正では PRTR 制度対象化学物質

（第一種指定化学物質）が従前の354物質から462物質に見直され、さらに2021年10月の改正によ

り515物質となった。なお2021年の改正による追加物質の届出は2023年度の数量把握分より開始

されており、また対象業種は2008年改正で加えられた「医療業」を含む24業種となっている。

　本書では、次に示す６種の界面活性剤について2020年度から2023年度分までの４年間の公表

データを整理し、まとめた。日本石鹸洗剤工業会では、これらの界面活性剤について、公共用水

域における生態リスクを把握するために、環境モニタリングによる河川での存在実態調査とリス

クの評価を行い、今年度も本書にて生態リスクが小さいことなどを報告している。

・直鎖アルキルベンゼンスルホン酸塩（LAS）

・ポリ（オキシエチレン）＝アルキルエーテル（C12-15AE）

・N, N- ジメチルドデシルアミン＝Ｎ - オキシド（AO）

・ヘキサデシルトリメチルアンモニウム＝クロリド（HDTMAC）

・ドデシル硫酸ナトリウム（AS）

・ポリ（オキシエチレン）＝ドデシルエーテル硫酸エステルナトリウム（AES）

　さらに2021年改正で加えられた以下の12の界面活性剤等について、2023年度のデータをまとめ

て示した。

・コカミドベタイン（CAPB）

・ポリ（オキシエチレン）＝アルキルエーテル（C16-18AE）

・アルキルジメチルベンジルアンモニウム塩（C12-16BAC）

・Ｎ－エチル－Ｎ，Ｎ－ジメチルテトラデカン－１－アミニウム塩

・ジデシル（ジメチル）アンモニウム塩（DDMAC）

・ラウリルベタイン

・トリメチル（オクタデシル）アンモニウム塩（C18TMAC）

・N, N, N－トリメチルドデカン－１－アミニウム塩（C12TMAC）



Ⅲ．化管法 PRTR 制度における界面活性剤の排出量と移動量Ⅲ．化管法 PRTR 制度における界面活性剤の排出量と移動量

47

・アルファオレフィンスルホン酸塩（AOS）

・ナトリウム＝（ドデカノイルオキシ）ベンゼンスルホナート（DOBS-Na）

・ビス（アルキル）（ジメチル）アンモニウム塩

・脂肪酸アルカノールアミド（DEA）

　表１に示したように、PRTR制度では、第一種指定化学物質の取扱い事業者は、「排出量」と「移

動量」を国に届け出なければならない（これを「届出」と呼ぶ）。ただし、従業員が一定数以下

の事業者や製造または輸入量の少ない事業者は届出の対象外であり、事業者に代わって国がそれ

らを推計する。また、飲食業・農業・林業などの業種や家庭から排出される量についても届出の

対象外であり、国が推計する（これらを「届出外」と呼ぶ）。なお、家庭から排出されたものの

うち、下水処理（公共下水道、合併処理浄化槽等）される量の推計値は、届出外の移動量の中で

参考値として公表される。

１．第一種指定化学物質と界面活性剤の排出量と移動量

　第一種指定化学物質（2022年度までの把握対象462種）、および家庭用洗剤などに使用される界

面活性剤の排出量と移動量について2020年度から2023年度分の合計を表２に示した。界面活性剤

については、LAS、C12-15AE、AO、HDTMAC、AS および AES の計６種の合計量を示した。

表 1　PRTR 制度における排出量と移動量の定義

排出量 移動量

届出
対
象
業
種

指定化学物質の年間取扱い量が１トン以上で 従業
員が21名以上の事業者からの排出量。
法施行当初２年間（01年と02年）は、暫定として 
５トン / 年以上が対象。

指定化学物質の年間取扱い量が１トン以上で 従業員
が21名以上の事業者からの移動量。
法施行当初２年間（01年と02年）は、暫定として ５
トン / 年以上が対象。
廃棄物処理業者への処理委託や排水に含まれて下水
道に移動するものなどがある。

届出外

対
象
業
種

対象業種ではあるが、指定化学物質の年間取扱い
量が１トン未満、又は従業員数が21名未満の事業
者からの排出量および下水処理施設からの推定可
能な排出量。

非
対
象
業
種

対象業種ではない事業者からの排出量。
例えば、飲食業、建設、農業、林業、ゴルフ場等
が該当。

家
庭

家庭用洗剤等の一般消費者向けの個別容器に入っ
た製品が使用された後、環境水系に直接排出される
量。下水道や合併処理浄化槽の整備されていない
地域からの排出量（全使用量の25% 程度と推定）。

（参考）家庭用洗剤等の一般消費者向けの個別容器
に入った製品が使用された後、下水処理場等に排水
として移動し、処理される量。
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　第一種指定化学物質の排出量と移動量（いずれも公表値）の合計は、2020年度は55万トン、

2021年度は57万トン、2022年度は56万トン、2023年度は61万トンであった。一方、６種の界面活

性剤の排出量と移動量（参考として公表されている下水道への移動量は含めない）の合計は、

2020年度は3.4万トン、2021年度は3.1万トン、2022年度は3.0万トン、2023年度は3.1万トンであっ

た。第一種指定化学物質全体に対する６種の界面活性剤の割合は、排出量では2020年度が10％、

2021年度および2022年度が９％、2023年度が８％であり、移動量では2020年度に0.9％、2021年

度に0.8％、2022年度に0.9％、2023年度に0.8％であり、ほぼ安定した数値を示している。

２．６種の界面活性剤の排出量

　表３～８には、LAS、C12-15AE、AO、HDTMAC、AS および AES ６種の界面活性剤の2020

年度以降の排出量を示した。2023年度の排出量は C12-15AE は1.5万トン、LAS は0.7万トン、

AES は0.4万トンであった。次いで AS は0.1万トン、AO は800トン、また HDTMAC では110ト

ンであった。これらの界面活性剤は、主に家庭用洗剤に用いられるため、HDTMAC 以外は、届

出対象事業者からの排出量の比率が小さく、家庭用排出量（推計値）の比率が高い。

表 2　第一種指定化学物質の排出量と移動量

＜第一種指定化学物質（462種類）　全体＞ （千トン）

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

排出量
届出 124 125 122 137
届出外 194 188 187 202
排出量・合計 318 313 309 339

移動量 移動量 230 259 247 266
合計 548 572 556 605

＜界面活性剤（６種類）　全体＞ （千トン）

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

排出量
届出 0.2 0.2 0.1 0.1
届出外 32 29 28 29
排出量・合計 32（10％） 29（9％） 28（9％） 29（8％）

移動量 移動量 2（0.9％） 2（0.8％） 2（0.9％） 2（0.8％）
合計 34 31 30 31

かっこ内は、第一種指定化学物質全体量に対する界面活性剤の比率
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３．６種の界面活性剤の移動量

　表９～ 14には、LAS、C12-15AE、AO、HDTMAC、AS および AES 計６種の界面活性剤の

2020年度以降の移動量（事業所外への届出移動量（廃棄物および下水道への移動量）と届出外の

下水道への移動量（参考値）の合計量）を示した。６種の界面活性剤の中で移動量合計が多いの

は、排出量と同様、C12-15AE と LAS である。

　2023年度の移動量合計は、C12-15AE が8.0万トン、LAS が3.0万トンで、そのほとんどが届出

外の下水道への移動である。最終的な移動先となる下水処理場や合併処理浄化槽では、活性汚泥

処理などにより生分解され、除去されることが確認されている。

（トン）

年度 届出
届出外 排出量

合計 出荷量対象
業種

非対象
業種 家庭用

2020 8 1,750 385 4,484 6,628 31,636
2021 9 1,905 542 3,749 6,204 28,998
2022 9 1,866 420 3,785 6,079 29,016
2023 8 1,908 384 4,841 7,142 37,841

表 3　LAS 排出量

（トン）

年度 届出
届出外 排出量

合計 出荷量対象
業種

非対象
業種 家庭用

2020 95 872 3,911 12,925 17,803 109,716
2021 87 901 3,321 10,554 14,853 93,573
2022 90 1,096 2,355 10,951 14,492 88,559
2023 92 781 2,539 11,767 15,178 102,032

表 4　C12-15 AE 排出量

表 5　AO 排出量

（トン）

年度 届出
届出外 排出量

合計 出荷量対象
業種

非対象
業種 家庭用

2020 1.1 19 72 740 831 5,526
2021 1.0 25 62 635 723 4,939
2022 0.7 14 65 471 550 3,958
2023 2.8 16 102 677 798 5,977

表 6　HDTMAC 排出量

（トン）

年度 届出
届出外 排出量

合計 出荷量対象
業種

非対象
業種 家庭用

2020 17 18 10 15 61 152
2021 17 10 10 17 54 171
2022 15 12 48 12 86 432
2023 15 28 36 37 116 550

表 7　AS 排出量

（トン）

年度 届出
届出外 排出量

合計 出荷量対象
業種

非対象
業種 家庭用

2020 16 617 77 1,392 2,102 9,374
2021 18 554 88 1,356 2,017 9,564
2022 16 610 164   963 1,753 7,208
2023 13 550 143 590 1,297 5,149

表 8　AES 排出量

（トン）

年度 届出
届出外 排出量

合計 出荷量対象
業種

非対象
業種 家庭用

2020 18 1,325 1,175 2,435 4,954 19,954
2021 20 1,126 1,399 2,648 5,194 20,349
2022 12 1,160 1,057 2,855 5,083 17,345
2023 8 997 803 2,443 4,251 18,234

表 9　LAS 移動量

（トン）

年度
届出 届出外（参考） 移動量

合計 出荷量
移動量の合計 下水道への移動

2020 393 24,160 24,553 31,636
2021 436 22,273 22,709 28.998
2022 481 22,449 22,930 29,016
2023 366 29,395 29,761 37,841

表 10　C12-15 AE 移動量

（トン）

年度
届出 届出外（参考） 移動量

合計 出荷量
移動量の合計 下水道への移動

2020 1,141 83,706 84,847 109,716
2021 1,249 71,792 73,041 93,573
2022 1,311 68,163 69,474 88,559
2023 1,217 79,052 80,269 102,032
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４．PRTR制度における６種の界面活性剤の排出量と移動量のまとめ

　 LAS、C12-15AE、AO、HDTMAC、AS および AES 計６種の界面活性剤の2020年度以降の

排出量と移動量を表15にまとめた。

　６種の界面活性剤の排出量の合計は近年減少傾向を示しており、2023年では2.9万トンであっ

た。移動量は、参考として公表されている届出外の下水道への移動量の割合が大きく、2023年度

では６種合わせて約13万トンであった。これらは下水処理場で生分解などにより効率的に除去さ

れることが確認されている。

表 15　界面活性剤の排出量と移動量のまとめ

界面活性剤 年度

排出量 移動量

届出 届出外

合計

届出 届出外（参考）

届出
事業者

対象業種
（裾切対象
事業者）

非対象
業種

（飲食業等）

家庭用
（家庭用
洗剤等）

移動量
の合計

下水道へ
の移動

LAS

2020 8 1,750 385 4,484 6,628 393 24,160
2021 9 1,905 542 3,749 6,204 436 22,273
2022 9 1,866 420 3,785 6,079 481 22,449
2023 8 1,908 384 4,841 7,142 366 29,395

C12-15 AE

2020 95 872 3,911 12,925 17,803 1,141 83,706
2021 87 901 3,321 10,554 14,853 1,249 71,792
2022 90 1,096 2,355 10,951 14,492 1,311 68,163
2023 92 781 2,539 1,1767 1,5178 1,217 79,052

AO

2020 1.1 19 72 740 831 31 4,222
2021 1.0 25 62 635 723 37 3,799
2022 0.7 14 65 471 550 41 3,065
2023 2.8 16 102 677 798 39 4,658

表 12　HDTMAC 移動量

（トン）

年度
届出 届出外（参考） 移動量

合計 出荷量
移動量の合計 下水道への移動

2020 2.1 114 115.7 152
2021 2.5 130 132.3 171
2022 2.7 336 338.7 432
2023 3.8 430 433.8 550

表 11　AO 移動量

（トン）

年度
届出 届出外（参考） 移動量

合計 出荷量
移動量の合計 下水道への移動

2020 31 4,222 4,254 5,526
2021 37 3,799 3,836 4,939
2022 41 3,065 3,106 3,958
2023 39 4,658 4,697 5,977

表 13　AS 移動量

（トン）

年度
届出 届出外（参考） 移動量

合計 出荷量
移動量の合計 下水道への移動

2020 143 7,105 7,248 9,374
2021 155 7,284 7,439 9,564
2022 144 5,467 5,611 7,208
2023 168 3,973 4,141 5,149

表 14　AES 移動量

（トン）

年度
届出 届出外（参考） 移動量

合計 出荷量
移動量の合計 下水道への移動

2020 233 15,246 15,479 19,954
2021 267 15,590 15,857 20,349
2022 215 13,348 13,563 17,345
2023 295 14,152 14,447 18,234
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HDTMAC

2020 17 18 10 15 61 2.1 114
2021 17 10 10 17 54 2.5 130
2022 15 12 48 12 86 2.7 336
2023 15 28 36 37 116 3.8 430

AS

2020 16 617 77 1,392 2,102 143 7,105
2021 18 554 88 1,356 2,017 155 7,284
2022 16 610 164 963 1,753 144 5,467
2023 13 550 143 590 1,297 168 3,973

AES

2020 18 1,325 1,175 2,435 4,954 233 15,246
2021 20 1,126 1,399 2,648 5,194 267 15,590
2022 12 1,160 1,057 2,855 5,083 215 13,348
2023 8 997 803 2,443 4,251 295 14,152

合計

2020 155 4,601 5,630 21,991 32,379 1,943 134,553
2021 152 4,521 5,422 18,959 29,045 2,147 120,868
2022 143 4,758 4,109 19,037 28,043 2,195 112,828
2023 139 4,280 4,007 20,335 28,782 2,089 131,660

数量はいずれもトン / 年。移動量の合計は届出対象である当該事業所外への移動と届出外である下水道への移動の参考
値の合計。

　以上のように、PRTR 制度の第一種指定化学物質に分類された６種の界面活性剤の排出量と移

動量を整理した。これらの界面活性剤は、基本的に家庭用洗剤などに使用されるために、排出量

合計に占める届出外の家庭用排出量（推計値）の割合が高いこと、移動量の特徴として、移動量

合計に占める届出外の下水道への移動量（参考値）の割合が高いことなどの特徴がある。

５．追加された12種の界面活性剤等の2023年度の排出量と移動量

　2021年改正で加えられた12の界面活性剤等についても以下のように、排出量、移動量をとりま

とめた。これらの物質でも上述の６物質と同様、排出量合計に占める届出外の家庭用排出量（推

計値）の割合が高いこと、移動量の特徴として、移動量合計に占める届出外の下水道への移動量

（参考値）の割合が高いことなどの特徴がある。

表 16　12 の界面活性剤等の排出量（2023 年度）

（トン）

名　　称 届出
届出外

排出量合計 出荷量
対象業種 非対象業種 家庭用

CAPB 0.9 0.7 51 933 986 7,200
C16-18 AE 4 73 125 85 288 983
C12-16 BAC 20 11 32 19 82 356
N-エチル-N, N-ジメチルテト
ラデカン-1-アミニウム塩 0.003 1 0 36 37 270

DDMAC 2 0 231 19 253 872
ラウリルベタイン 0.2 2 13 68 83 571
C18 TMAC 0.03 5 4 67 77 518
C12 TMAC 1 20 6 23 49 213
AOS 0.06 4 161 36 200 1,338
DOBS-Na 0.006 0.002 4 43 47 352
ビス（アルキル）（ジメチル）
アンモニウム塩 0.2 4 26 7 37 251

DEA 3 71 48 150 272 1,464
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表 17　12 の界面活性剤等の移動量（2023 年度）

（トン）

名　　称
届出 届出外（参考）

移動量合計 出荷量
移動量の合計 下水道への移動

CAPB 17 5,570 5,587 7,200
C16-18 AE 109 694 808 983
C12-16 BAC 58 275 333 356
N-エチル-N, N-ジメチルテト
ラデカン-1-アミニウム塩 0.7 210 210.7 270

DDMAC 8 561 569 872
ラウリルベタイン 5 439 444 571
C18 TMAC 3 400 403 518
C12 TMAC 18 166 184 213
AOS 23 1,033 1,056 1,338
DOBS-Na 0.4 274 274.4 352
ビス（アルキル）（ジメチル）
アンモニウム塩 4 197 201 251

DEA 42 1,136 1,178 1,464

表 18　12 の界面活性剤等の排出量と移動量のまとめ（2023 年度）

名　　称

排出量 移動量
届出 届出外

合計

届出 届出外（参考）

届出事業者
対象業種

（裾切対象
事業者）

非対象業種
（飲食業等）

家庭用
（家庭用洗剤等）

移動量の
合計

下水道への
移動

CAPB 0.9 0.7 51 933 986 17 5,570
C16-18 AE 4 73 125 85 288 109 694
C12-16 BAC 20 11 32 19 82 58 275
N-エチル-N, N-ジメチルテト
ラデカン-1-アミニウム塩 0.003 1 0 36 37 0.7 210

DDMAC 2 0 231 19 253 8 561
ラウリルベタイン 0.2 2 13 68 84 5 439
C18 TMAC 0.03 5 4 67 77 3 400
C12 TMAC 1 20 6 23 49 18 166
AOS 0.06 4 161 36 200 23 1,033
DOBS-Na 0.006 0.002 4 43 47 0.4 274
ビス（アルキル）（ジメチル）
アンモニウム塩 0.2 4 26 7 37 4 197

DEA 3 71 48 150 272 42 1,136
数量はいずれもトン/年。移動量の合計は届出対象である当該事業所外への移動と届出外である下水道への移動の参考値の合計。

（集計　事務局、村澤香織　記）
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Ⅳ．石鹸洗剤等統計データ

　１ ．石鹸洗剤類の生産・販売実績 （2024 年１〜 12月）

品　　　　　　　　目 生 産 量 販 売 量 販売金額
前　年　比　％

生産量 販売数量 販売金額

身　体
洗浄剤

皮 膚 用

浴 用 石 鹸・ 固 形 23,256 29,857 21,642 104 93 101

手 洗 い 用 石 鹸・ 液 体 85,104 116,272 42,556 103 98 95

洗顔用・ボディ用身体洗浄剤 190,998 189,490 151,936 105 105 97
計 299,358 335,619 216,135 104 101 97

頭 髪 用

※シ  ャ  ン  プ  ー 113,359 103,721 83,727 101 102 104

※ヘ  ア  リ  ン  ス 45,551 41,545 25,164 99 104 106

※ヘアトリートメント 19,083 27,906 62,775 102 83 95
計 177,993 173,172 171,666 100 99 101

衣料用

台所用

住宅・
家具用

その他

洗浄剤

その他の石鹸（洗濯用・工業用・その他） 33,614 23,705 6,738 99 95 92

合成洗剤

粉 末 79,743 72,524 21,537 95 88 99

中 性 384,892 379,115 118,746 90 90 93

中性以外のもの 237,364 211,896 64,247 108 103 114
計 622,256 591,011 182,993 96 95 100

計 701,999 663,535 204,530 96 94 100

台 所 用 275,792 265,133 71,967 98 99 100

住 宅・ 家 具 用 119,514 117,421 34,852 97 95 97
合　　　　　計 1,097,305 1,046,089 311,349 97 95 99

柔 軟 仕 上 げ 剤 387,544 373,235 117,051 98 93 96

漂 白 剤
酸 素 系 118,194 110,455 33,844 90 92 105

塩 素 系 145,924 129,366 26,026 103 98 114
計 264,118 239,821 59,871 97 95 108

酸 ・ ア ル カ リ 洗 浄 剤 139,923 138,359 22,771 105 104 104

ク レ ン ザ ー 3,145 3,241 488 93 92 87
総　　　　　　　　計 2,403,000 2,333,241 906,068 99 96 99

洗
濯
用

液
体

（注）１． 業務用を含む。
　　２． ※印は『化粧品月報』の調査による。※印以外は、洗顔・ボディ用身体洗浄剤を除いて『油脂製品、石けん・

合成洗剤等及び界面活性剤月報』の調査による。
　　３． 洗顔・ボディ用身体洗浄剤とは、『油脂製品、石けん・合成洗剤等及び界面活性剤月報』の『洗顔・ボディ

用身体洗浄剤』と『化粧品月報』の『洗顔クリーム・フォーム』の計である。
　　４． その他の石鹸とは、洗濯用（固形・粉末）石鹸・工業用石鹸、その他の石鹸の計である。
　　５． 数字の単位は四捨五入しているので、合計と内訳は必ずしも一致しない。
　　６． 金額は消費税込みである。
資料：経済産業省鉱工業動態統計室　作表：日本石鹸洗剤工業会

（単位　数量：トン、金額：百万円）
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　2 ．身体洗浄剤の販売量推移 （2015年〜 2024年） 
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150,000

100,000

50,000

0

リンス・トリートメント

33,192

94,332

169,656

105,755

82,254

32,155

103,641

186,611

121,040

84,941

36,920

100,240

173,615

125,151

99,134

39,094

164,568

166,750

116,445

91,674

31,975

118,497

181,062

101,992

73,477

29,857

116,272

189,490

103,721

69,451

42,719

74,943

136,477

152,312

103,494

2015 2016

41,799

82,609

151,449

141,363

90,326

2017 2019 2020 2021 2022 20232018

41,261

84,035

169,361

143,852

91,907

37,161

91,419

174,270

117,399

97,168

2024
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　3 ．洗剤類の販売量推移 （2015年〜 2024年） 

石鹸

118,900

255,444

139,148

25,669

640,847

96,348

275,059

137,425

24,227

645,291

147,775

636,046

236,642

124,139

27,759

126,783

617,268

253,019

132,404

24,602

81,962

268,334

123,260

24,944

624,358

72,524

265,133

117,421

23,705

591,011

224,647

225,052

122,027

28,738

474,684

226,294

235,137

123,402

31,173

508,968

2015 2016

188,805

235,808

128,857

33,191

550,307

157,190

226,862

104,075

30,920

2017 2019 2020 2021 2022 20232018

562,547

2024
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　4 ．界面活性剤の生産・販売実績 （2022年〜 2024年）

資料：経済産業省鉱工業動態統計室　作表：日本石鹸洗剤工業会

品　　　　　　　　　目
生　　産　　量 販　　売　　量

2022年 2023年 2024年 2022年 2023年 2024年
硫 酸 エ ス テ ル 型 146,853 133,467 113,581 65,392 60,090 53,386

アルキル（アリル）スルホネート 55,965 55,155 50,600 35,075 33,112 31,156
その他のスルホン酸 型 39,136 39,575 41,362 25,914 26,373 24,720
　 小 　 計 　 95,101 94,730 91,962 60,989 59,485 55,876

そ の 他 の 陰 イ オ ン 活 性 剤 187,747 158,335 153,685 135,980 121,836 116,488
計 429,701 386,532 359,228 262,361 241,411 225,750

陽 イ オ ン 活 性 剤 46,089 38,480 38,067 35,568 31,259 28,363
POE アルキルエーテル 273,919 231,237 209,796 233,898 202,278 184,423
POEアルキルアリルエーテル 24,530 17,633 16,311 5,760 3,508 2,511
そ の 他 の エ ー テ ル 157,624 149,432 157,894 109,180 118,630 123,658
　 小 　 計 　 456,073 398,302 384,001 348,838 324,416 310,592

エ ス テ ル・ エ ー テ ル 型 64,929 65,002 69,947 40,764 44,048 48,710
多 価 ア ル コ ー ル エ ス テ ル 69,817 67,126 67,811 62,197 62,127 63,167
そ の 他 の 非 イ オ ン 活 性 剤 84,704 59,513 64,083 56,127 41,293 37,301

計 675,523 589,943 585,842 507,926 471,884 459,770

両 性 イ オ ン 活 性 剤 30,844 26,734 26,877 25,153 22,293 22,642
調 合 界 面 活 性 剤 38,310 32,086 32,371 28,507 25,143 25,815

合　　　　　　　　計 1,220,467 1,073,775 1,042,385 859,515 791,990 762,340

界
　
　
面
　
　
活
　
　
性
　
　
剤

陰
イ
オ
ン
活
性
剤

酸
　
　
型

ス
ル
ホ
ン

エ
ー
テ
ル
型

非
イ
オ
ン
活
性
剤

（単位：トン）
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エコケミストリー研究会より許可を受けて転載

化学物質と 環境 N o . 18 8  ( 2 0 2 4 . 11)  

- 5 - 

界面活性剤の環境影響評価と 影響低減の取り 組み 
 

日本石鹸洗剤工業会 瀬戸 洋一 
 
１ ． はじ めに 

 界面活性剤は、 入浴や洗濯、 台所の洗いも の、

部屋の掃除等、 暮ら し に欠く こ と のでき ない場面

において活躍し ている 。 一方、 製品の使用によ り

界面活性剤は汚れと と も に水環境へと 流れ出てい

く ため、 水生生物等に負荷をかける こ と が無いよ

う 、 さ ま ざま な配慮や確認が行なわれている 。  
 本稿では、 ハザード に基づく 管理から リ ス ク 管

理へと 軸足を移し てき た化学物質管理の変遷の中

で、日本石鹸洗剤工業会(以下、当工業会)と し て自

主的に行っ てき た界面活性剤の環境モニタ リ ング

調査、リ ス ク 評価等の取り 組みの概要を紹介する 。 
２ ． こ れまでの取り 組みの概要 

 こ こ では当工業会に設置さ れている 環境委員会

のも と 、環境･安全専門委員会によ る こ れま での取

り 組みついて概説する 。  
2 .1 界面活性剤のモニタ リ ン グ調査1) 

 環境･安全専門委員会では、1990年代半ばから 河

川中の界面活性剤濃度の測定調査を実施し ている 。

調査開始以前は、 界面活性剤のヒ ト 健康影響につ

いては科学的評価が進めら れていたが、 環境影響

については懸念する 意見がある も のの、 継続的な

調査は行われていなかった。 そこ で当工業会と し

て科学的調査が必要と 考え、 環境モニタ リ ングを

開始、 今日ま で四半世紀にわたり 継続し ている 。  
1)河川水モニタ リ ング：  
 当工業会の河川水モニタ リ ングの調査は、 家庭

排水が流入する 可能性が高いと 考えら れる 代表的

都市周辺の河川上流域、 及び中流域であり 、 水質

良好なAA類型は除外し て、上水の取水地域ま たは

国によ る 水域類型A、 B、 Cの各地点を含む地点で

実施し ている (図１ )。  
 現在、東京及び大阪近郊の4河川において、使用

量の多い直鎖アルキルベンゼンス ルホン酸ナト リ

ウ ム (LAS)、 ポリ オキシエチレ ンアルキルエーテ

ル(AE)、 台所洗剤用の補助界面活性剤等に用いる

アルキルジメ チルアミ ンオキシド (AO)、 柔軟仕上

げ剤基剤と し て用いる ト リ エタ ノ ールアミ ン 4級

塩(TEAQ)を対象と し て、 毎年度、 LASは検出状況

等を踏ま えて6月及び12月の年2回、 その他は原則 

図１  日本石鹸洗剤工業会のモニタリ ング調査地点1) 

6月、 9月、 12月及び3月の4回実施し ている 。  
 1998年度から 2022年度ま での界面活性剤の濃度

の経年推移を見る と 、 LASと AEについては、 いず

れの地点においても 濃度が低下し ている (図２ )。

AOについては、不検出(＜0.01μg/L)である こ と が

多く 、 LASやAEの濃度低下傾向を合わせて考える

と 、 1998年度が67%に対し 、 2022年度は92.9%に上

昇し た2)公共下水道･排水処理施設の普及が大き な

要因と 考えら れる 。  

図２  LAS及びAE濃度の経年変化1) 

2)河川底質モニタ リ ング：  
 底質の調査を 使用量の多いLAS、 AEについて、

2006年から 多摩川･田園調布堰で、2010年から は荒

川･鹿浜橋、汽水域にある 多摩川･大師橋の2地点を

加え、 現在、 年1回実施し ている 。 2019年から は

TEAQも 調査に加えてモニタ リ ン グを 行っ ている 。 
 2006年度から 2023年度ま での河川底質モニタ リ

ング調査の結果、LASについては多摩川･田園調布

堰(＜10～54μg/kgdw)、 多摩川･大師橋(100～660 
μg/kgdw)、荒川･鹿浜橋(＜10～320μg/kgdw)、AEに

ついては多摩川･田園調布堰(26～290μg/kgdw)、多
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化化審審法法ににおおけけるる陽陽イイオオンン界界面面活活性性剤剤等等試試験験困困難難物物質質のの現現状状とと課課題題

Current status and challenges of di cult-to-test substances such as 
cationic surfactants under the Chemical Substances Control Law

上上田田紘紘司司，， 内内藤藤　　 航航，， 眞眞野野浩浩行行，， 加加茂茂将将史史 *

産産業業技技術術総総合合研研究究所所 安安全全科科学学研研究究部部門門／／〒〒305–8569 茨茨城城県県つつくく ばば市市小小野野川川16–1

Koji UEDA, Wataru NAITO, Hiroyuki MANO and Masashi KAMO*

Research Institute of Science for Safety and Sustainability,  
National Institute of Advanced Industrial Science and Technology/ 

16–1 Onogawa, Tsukuba, Ibaraki 305–8569, Japan

ABSTRACT
We review the current challenges in the ecological risk assessment of ethylene-

diaminetetraacetic acid (EDTA) and cationic surfactants under Japan’’s Chemical 
Substances Control Law. The complexity of EDTA toxicity assessment arises from 
its chelating properties, which in uence metal bioavailability and ecological toxici-
ty, making conventional assessment methods inadequate. Meanwhile, the toxicity of 
cationic surfactants is signi cantly a ected by environmental factors, particularly or-
ganic matter content and water quality parameters. These variations pose substantial 
di culties in achieving reliable toxicity assessments. While the Biotic Ligand Model 
(BLM) has been applied to address similar challenges in metal toxicity assessment, its 
e ectiveness in evaluating EDTA and cationic surfactants has yet to be fully demon-
strated. This paper examines existing evaluation methods, identi es their limitations, 
and proposes potential approaches for improving the reliability of risk assessments for 
these di cult-to-test substances.

Key words: bioavailability, chelation e ect, ethylenediaminetetraacetic acid (EDTA), 
risk assessment

1.　　 ははじじめめにに

化化学学物物質質ののヒヒ トト 健健康康おおよよびび環環境境へへのの有有害害性性評評価価

はは，， 国国際際的的にに合合意意ささ れれたた方方法法論論，， 特特にに経経済済協協力力

開開発発機機構構（（ Organisation for Economic Co-opera-
tion and Development, OECD）） テテスストト ガガイイ ドド ララ

イインンのの標標準準試試験験法法にに基基づづきき実実施施さされれ，， 提提出出さされれたた

有有害害性性試試験験結結果果がが優優先先的的にに採採用用さされれるる。。 ままたた，， 我我

がが国国のの化化学学物物質質管管理理規規制制ににおおけけるる化化学学物物質質ののリリ スス

クク 評評価価はは，，「「 化化学学物物質質のの審審査査及及びび製製造造等等のの規規制制にに

関関すするる法法律律」」（（ 化化審審法法）） 等等にに基基づづきき 実実施施ささ れれてておお

*Corresponding author, Email: masashi-kamo@aist.go.jp; Tel: 080–7799–6536
受受付付：： 2024 年年12 月月9 日日；； 受受理理：： 2025 年年3 月月6 日日

  



61

Ⅴ．関　連　文　献Ⅴ．関　連　文　献

Impact of experimental ly derived surface water half-l ives on the accuracy 

of exposure model ing for readi ly biodegradable substances

Takahiro Suzuki * , Tohru Nishioka , Tomoaki Sasa 1, Yasuaki Inoue , Ayame Maihara 2,  
Kiyoko Naruse , Takashi Ieki , Akiyo Kameyama , Masayuki Yamane

R&D Safety Science Research, Kao Corporation, 2606 Akabane, Ichikai-Machi, Haga-Gun, Tochigi 321-3497, Japan

H I G H L I G H T S G R A P H I C A L  A B S T R A C T

• The surface water half-l ives of surfac-

tants and tertiary am ines were 

evaluated.

• Half-l ives of 11 out of 12 substances 

were shorter than one of regulatory 

defaul ts.

• Half-l ives shorter than 24 h supported 

concentration estimation.

• Generating and using half-l ives for 

exposure assessment is strongly 

recommended.

A R T I C L E  I N F O

Handl ing edi tor: M ichel Boufadel

Keywords:

Surface w ater half-l ives

Biodegradation

Exposure model ing

Surfactants

Readi ly biodegradable substances

Tertiary am ines

A B S T R A C T

The half-l ives of chem ical substances in river water are important for assessing envi ronmental  persistence and 

estimating chem ical concentrations through exposure model ing. Reports on the half-l ives of readi ly biode-

gradable substances are l im ited, and regulatory guidel ines provide defaul t values for these substances in the 

absence of actual data. However, few  studies have assessed the effect of experimental ly derived half-l ives on 

exposure estimates compared to default values. In this study, we investigated the half-l ives of 12 readi ly 

biodegradable substances, including surfactants and tertiary am ines,  and evaluated the impact of the experi-

mental ly derived values on the accuracy of model estimation. M ost experimental ly derived half-l ives were less 

than 24 h, which is considerably shorter than the defaul t values of 120 and 360 h commonly used in regulatory 

assessments. W hen hal f-l ives exceeded 60 h, biodegradabi l ity in surface water had a l im ited effect on concen-

tration estimates in The National Institute of Advanced Industrial Science and Technology - Standardized 

Abbreviations: AIST-SHANEL, National  Insti tute of Advanced Industrial Science and Technology - Standardized Hydrology-based AssessmeNt tool for chem ical 

Exposure Load; Bio IOS, Bio-based internal olef in sulfonate;  CSCL, Chem ical Substances Control  Law ; ECHA, European Chem ical Agency; LAS, Linear alkylbenzene 

sul fonate; PBT, Persistent, bioaccumulative and toxic;  PEC, Predicted envi ronmental  concentration; PNEC, Predicted no effect concentration; REACH, Registration,  

Evaluation, Authorisation and Restriction of Chem icals.

* Corresponding author.

E-mail address: suzuki .takahi ro3@ kao.com (T. Suzuki ) . 
1 Present address: Product Qual ity M anagement Safety Management, Kao Corporation, 2-1-3 Bunka, Sum ida-ku, Tokyo 131–8501, Japan.
2 Reti red.

Contents l ists avai lable at ScienceDirect

Chemosphere

journal hom epage: w w w .elsevier.com /locate/chem osphere

https://doi .org/10.1016/j.chemosphere.2025.144579

Received 25 Apri l  2025; Received in revised form  11 July 2025; Accepted 13 July 2025  

Chemosphere 385 (2025) 144579 

Avai lable onl ine 24 July 2025 

0045-6535/©  2025 The Authors. Publ ished by Elsevier Ltd. This is an open access article under the CC BY-NC-ND l icense ( http://creativecommons.org/l icenses/by- 

nc-nd/4.0/ ). 

Chemosphere Volume 385, September 2025, 144579



Ⅴ．関　連　文　献Ⅴ．関　連　文　献

62

Copyright © 2025 Kao Corporation. All rights reserved.

化学物質管理を通じた
生物多様性への貢献

〜日本石鹸洗剤工業会と花王の取組事例〜

日本石鹸洗剤工業会  長谷恵美子
（花王㈱GFC*推進委員会事務局）

2025.2.7

*Global Framework on Chemicals
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第21回化学物質と環境に関する政策対話

Copyright © 2025 Kao Corporation. All rights reserved.

https://www.atpress.ne.jp/news/18845

https://sawakami.org/project/101n
en/tomogashima/

各種製品油脂 使用・排水 廃棄・流出
水の使用 排水と共に環境へ

流出する中身
包装容器の不適切な処理

天然資源、土地の利用

森林

種、遺伝子、生態系（自然）

土地の活用（社内外） 水の使用
排気、排水

界面活性剤
酵素

化学物質・プラスチック

石洗工と生物多様性（自然）の密接な関係
気候変動

製品ライフサイクル全体において事業活動は生物多様性（自然）と密接に関わっている
2025/2/7 2

https://www.kao-kirei.com/ja/khg/?tw=khg

2025.2.7 

政策対話：https://www.env.go.jp/chemi/communication/seisakutaiwa/siryou/21.html
資料：https://www.env.go.jp/content/000288886.pdf
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Ⅵ．これまでの主要掲載文献一覧
各文献は、次の５種類に分類した。それぞれの要旨（抄録）は環境年報19号または、それ以降の

号を参照されたい。 

1. 生分解性 2. 生物への影響 3. 水処理における挙動 4. 環境中での挙動 5. その他

標題の先頭の数字は、 これまでの環境年報または水質年報の掲載号。それに続く数字は各号 

「関連文献」 での掲載番号。 

1. 生分解性

	８－４	 低溶存酸素環境における界面活性剤の生分解性

　三浦千明・西沢寛昭（ライオン株式会社）

　油化学　31（6）， 367（1982）

	10－３	 河川水中におけるＬＡＳおよび石けんの生分解性

　吉村孝一・荒　勝俊・林　克己・川瀬次朗・辻　和郎（花王石鹸株式会社）

　陸水学雑誌　45（3）， 204 〜 212（1984） 

	13－２	 末端メチル化非イオン界面活性剤の生分解機構

　谷垣雅信・和田英俊・東方哲治（花王株式会社）

　水質汚濁研究　10（8）， 485 〜 494（1987） 

	13－３	 嫌気条件下における界面活性剤の生分解の比較

　伊藤伸一・内藤昭治（神奈川県衛生研究所）， 畝本　久（千葉大学薬学部）

　衛生化学　33（6）， 415 〜 422（1987） 

	15－２	 ＬＡＳの環境水中での生分解性

　若林明子（東京都環境科学研究所）， 本波裕美（東京医薬専門学校）

　菊地幹夫（東京都環境保全局）

　水質汚濁学会講演集　第24回， 119（1990） 

	16－２	 モデル試験系を用いた多摩川底質における直鎖アルキルベンゼンスルホン酸塩（ＬＡＳ）の生分解性

　矢可部芳州・江藤千純・松延保子・勝浦　洋（化学品検査協会）

　三浦千明（ライオン生物科学研究所）， 吉村孝一（花王株式会社）

　水質汚濁研究　14（3）， 174 〜 181（1991）



Ⅵ．これまでの主要掲載文献一覧Ⅵ．これまでの主要掲載文献一覧

65

	17－１	 生分解型界面活性剤の開発をめざして　――その現状と課題―― 

　吉村孝一・都島康彦・西山直宏（花王石鹸株式会社）

　フレグランスジャーナル　18（10）， 59 〜 69（1990）

	19－１	 界面活性剤の生分解

　三浦千明・増田光輝（ライオン株式会社）

　油化学　43（4）， 332（1994）

	20－１	 最近の界面活性剤の生分解性に関する研究

　三浦千明（ライオン株式会社）

　フレグランスジャーナル　23（4）， 119 〜 124（1995）

	27－２	 化学物質の環境受容性と生分解性

　武井俊晴（ライオン株式会社）

　オレオサイエンス　2（7）， 403 〜 409（2002）

49－5		 化学物質の生分解性／環境残留性評価と生分解における複合曝露の影響

　鍋岡良介（一般財団法人化学物質評価研究機構 久留米事業所）

　環境化学　 Vol.33，26（2023）

2. 生物への影響

３－１		 生分解過程におけるＬＡＳの魚毒性

　大場健吉・杉山豊樹・三浦千明・森崎やよい（ライオン油脂株式会社）

　水産学会誌　43（8），（1977）

	４－３	 非りん酸塩洗剤ビルダーに関する水環境への安全性評価

　 Alan W. MAKI, Kenneth J. Macek（訳． 近藤邦成／日本石鹸洗剤工業会理事）

　 Environmental Science & Technology 　12（5）， 573 〜 580（1978）

	５－３	 直鎖アルキルベンゼンスルホン酸塩の魚への影響に関する研究

　飯森正秀・滝田八広（ライオン油脂株式会社）

　油化学　28（3）， 185 〜 189（1979）
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12－１	ＬＡＳのアユに対する影響評価試験

　（財）化学品検査協会（1985）

	16－１	 生分解による界面活性剤の魚毒性の変化

　三浦千明・小竹比呂志・増田光輝（ライオン株式会社）

　日本水産学会講演要旨集（平成３年度春季大会）（1991）

	19－２	 界面活性剤の水系における環境適合性評価

　都島康彦（花王株式会社）

　油化学　43（4）， 340（1994）

	23－２	 マイクロコズムを用いた界面活性剤の生態影響評価に関する研究（抄録）

　稲森悠平（国立環境研究所）， 高松良江（筑波大学）， 須藤隆一（東北大学）， 

　栗原　康（奥羽大学），松村正利・小松央子（筑波大学）

　（抄録作成；三浦千明／ライオン株式会社），（1998）

	27－１	 家庭用洗剤の環境生態系に対する安全性

　三浦千明（ライオン株式会社）

　オレオサイエンス　2（7）， 397 〜 402（2002）

	45－２	� 種感受性分布解析を用いた予測無影響濃度導出アプローチの化審法リスク評価への適

用検討　－界面活性剤での検討例－

　吉田浩介，山根雅之，塩出佐知子

　第54回日本水環境学会年会講演集より

	46－１	� 最小の毒性値に不確実性係数を用いて導出される予測無影響濃度の限界を意識するこ

とのススメ

　岩崎雄一、加茂将史（産業技術総合研究所安全科学研究部門）

　環境毒性学会誌（Jpn. J. Environ. Toxicol.）， 24，43-47，2021

	46－２	 マイクロプラスチックの水生生物への粒子影響に着目した有害性評価の現状と課題

　岩崎雄一、眞野浩行、林彬勒、 内藤航（産業技術総合研究所安全科学研究部門）

　環境毒性学会誌（Jpn. J. Environ. Toxicol.），24，53-61，2021
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	47－1	 化学物質管理における生態影響評価の現状と課題

　田中嘉成（上智大学）

　化学物質と環境　 No.170，1-4，2021

	47－2	 農薬登録による生態影響評価

　横田篤宜（農薬工業会）

　化学物質と環境　 No.170，5-6，2021

	47－3	 農薬の生態影響評価手法の現状とこれから

　永井孝志（国立研究開発法人 農業・食品産業技術総合研究機構）

　化学物質と環境　 No.170，7-9，2021

	47－4	 化学物質管理における種の感受性分布の活用

　加茂将史（国立研究開発法人 産業技術総合研究所）

　化学物質と環境　 No.170，10-12，2021

3. 水処理における挙動

	６－３	 Ａ型ゼオライトの活性汚泥処理

　 W.D.Hopping（訳． 近藤邦成／日本石鹸洗剤工業会理事）

　Journal Water Pollution Control Federation　50（3）　Part １， 433 〜 441（1978）

	６－６	 界面活性剤の活性汚泥に及ぼす影響

　吉村孝一・桝田文八・谷垣雅信・川上高弘・和田英俊・佐々木住明 

　（花王石鹸株式会社）

　用水と廃水　22（7）， 802 〜 810（1980）

	８－２	� 活性汚泥による直鎖アルキルベンゼンスルホン酸ナトリウム（ＬＡＳ）の生分解性に

関する研究（Ⅰ）――ＬＡＳの吸着機構について―― 

　吉村孝一・中栄篤男（花王石鹸株式会社）

　水質汚濁研究　５（1）， 19 〜 25（1982）

	８－３	� 活性汚泥による直鎖アルキルベンゼンスルホン酸ナトリウム（ＬＡＳ）の生分解性に

関する研究（Ⅱ）――ＬＡＳの吸着と生分解―― 

　吉村孝一・中栄篤男（花王石鹸株式会社）

　水質汚濁研究　５（2）， 63 〜 72（1982）
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	９－１	 家庭用し尿浄化槽の処理機能に及ぼすトイレ用洗浄剤の影響

　吉村孝一（花王石鹸株式会社）

　用水と廃水　24（9），（1982）

	14－１	 浄化槽処理機能に及ぼす洗浄剤の影響

　笠井　裕・吉村孝一（花王石鹸株式会社）

　日本公衆衛生雑誌　35（3）， 139 〜 145（1988）

	14－３	 嫌気性ろ床法の浄化特性に及ぼす界面活性剤の影響に関する研究

　稲森悠平・松重一夫（国立公害研究所）， 砂原広志（広島大学工学部）， 

　須藤隆一（国立公害研究所）

　用水と廃水　30（5）， 454 〜 461（1988）

	24－２	 活性汚泥系における一次および究極的生分解の速度論的評価のための総合的アプローチ�  

	 	 　　――ＬＡＳへの適用――

　 Thomas W.Federle, Nina R.Itrich（訳・要約；山本昭子／ P&G F.E.）

　 Environ. Sci. Technol. 31， 1178 〜 1184（1997）

	 44－2	� エステルアミド型ジアルキルアミン塩を用いた下水処理施設の除去性に対する生分解シミュ

レーション試験（OECD TG 314B）の有用性評価

　舞原文女，本田大士，松本勝己，本多泰揮，山根雅之，鍋岡良介，森田　修

　水環境学会誌　第42巻３号　 p.79 ～ 89（2019）

4. 環境中での挙動

	６－４	 ニューヨーク州ロングアイランドにおける合成洗剤の影響と使用実態

　 David Harris（Saffolk Country Department of Health Service）， 

　 Mahfous H. Zaki（Environmental Health Service）

　（訳． 近藤邦成／日本石鹸洗剤工業会理事）（1980）

	７－２	 合成洗剤と石けんの環境水系に与える影響について

　谷垣雅信・東方哲治・和田英俊・佐々木住明（花王石鹸株式会社）

　第16回水質汚濁学会講演要旨集（1982）
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	７－３	 家庭下水路内に生じた不溶性物質とそれらの生分解について

　吉村孝一・岡本暉公彦（花王石鹸株式会社）

　第16回水質汚泥学会講演要旨集（1982）

	９－２	 排水設備内に生じた不溶性物質の組成とそれらの生分解性

　吉村孝一（花王石鹸株式会社）

　下水道協会誌　20（225）， 26 〜 32（1983）

	10－２	 河川水中における陰イオン界面活性剤の存在

　吉村孝一・林　克己・川瀬次朗・辻　和郎（花王石鹸株式会社）

　陸水学雑誌　45（1）， 51 〜 60（1984）

	11－３	 多摩川河川水の陰イオン系界面活性剤の微量分析

　滝田八広・大場健吉（ライオン株式会社）

　水質汚濁研究　８（11）， 752 〜 754（1985）

	12－３	 手賀沼底質中のＬＡＳの分析

　天野耕二・福島武彦・稲葉一穂・細見正明（国立公害研究所）

　第21回水質汚濁学会講演集， 109 〜 110（1987）

	12－５	 都市水域における直鎖アルキルベンゼンスルホン酸塩（ＬＡＳ）の挙動

　１．東京周辺河川堆積物・懸濁物中のＬＡＳの分布

　２．東京湾および河口域堆積物中のＬＡＳの挙動

　高田秀重（東京農工大学），石渡良志（東京都立大学）

　第21回水質汚濁学会講演集

	14－６	 湿地における合成洗剤の自然浄化能の季節変動（抄録のみ）

　稲葉一穂・須藤隆一（国立公害研究所）

　国立公害研究所研究報告　 No.119， 19 〜 30（1988）

	18－１	 環境区分別にみた直鎖アルキルベンゼンスルホン酸塩（ＬＡＳ）の生分解

　 Federle T.W.（P&G U.S.A），宮岡暢洋（P&G F.E.）

　水環境学会誌15（8）， 513 〜 518（1992）
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	18－３	 河川における直鎖アルキルベンゼンスルホン酸塩（ＬＡＳ）の流出特性

　井上隆信，海老瀬潜一（国立環境研究所）

　水環境学会誌15（10）， 739 〜 747（1992）

	18－５	 市販ＬＡＳの環境における挙動（分解， 残留性）

　R.A. Rapaport, R.J.Larson, D.C.McAvoy（P&G）， A.M.Nielsen（Vista Chemical）， 

　 M.Trehy（Monsanto Chemical）

　（訳；日本石鹸洗剤工業会）　第３回 CESIO 国際界面活性剤会議（1992）

	18－６	 洗剤関連物質（原料）の環境許容性における嫌気的生分解性の役割

　 R.R.Birch（Unilever Research）， W.E.Gledhili（ABC Lab.）， R.J.Larson（P&G）， 

　 A.M.Nielsen（Vista Chemical）

　（訳；日本石鹸洗剤工業会）　第３回 CESIO 国際界面活性剤会議（1992）

	22－２	 日本の水環境における消費者製品成分の環境濃度予測手法（要約）

　山本昭子・E.Namkung（P&G F.E.），C.E.Cowan・D.C.McAvoy（P&G U.S.A）

　（訳；山本昭子）環境科学会誌　10（2）， 129 〜 139（1997）

	25－１	 非イオン系界面活性剤の環境リスク評価手法

　　　　　　－アルコールエトキシレートを例として－

　彭慶綱， 山本昭子（P&G F.E.）， Scott E. BELANGER,Jocelyn C. DUNPHY（P&G）

　第３回日本水環境学会シンポジウム講演（2000）

	28－１	 健康リスクアセスメントと環境リスクアセスメントの要素

　今井　聡， チャールズ・ペン（P&G F.E.）トム・フェイテル， 

　クリスティン・ラリー（P&G ベルギー）

　フレグランスジャーナル　30（11）， 46 〜 53（2002）

	28－２	 洗剤のリスク評価に関する日本およびヨーロッパにおける取組み　

　吉村孝一（花王株式会社）

　第５回　日本水環境学会シンポジウム講演集（2002）　

	28－３	 界面活性剤の生態リスク評価

　西山直宏（花王株式会社），山本昭子（P&G F.E.），武井俊晴（ライオン株式会社）

　第37回　日本水環境学会年会　講演集（2003）
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	28－４	 洗剤の生態リスク評価に関する最近の取組み

　山本昭子（P&G F.E.）

　第６回　日本水環境学会シンポジウム　講演集（2003）

	29－１	 界面活性剤の生態リスク評価

　西山直宏（花王株式会社）， 山本昭子（P&G F.E.）， 武井俊晴（ライオン株式会社）

　第38回　日本水環境学会年会　講演集（2004）

	29－２	 家庭向け洗剤用界面活性剤の生態リスク評価

　三浦千明（ライオン株式会社）， 西山直宏（花王株式会社）， 山本昭子（P&G F.E.）

　第７回　日本水環境学会シンポジウム　講演集（2004）

	30－１	 家庭洗剤用界面活性剤の生態リスク評価

　三浦千明（ライオン株式会社）， 西山直宏（花王株式会社）， 山本昭子（P&G F.E.）

　化学生物総合管理　第１巻第２号（2005. ８）259－270頁

	31－１	 非イオン系界面活性剤のアルコールエトキシレートの生態リスク評価に関する特集号

　　　　　　出典：�Ecotoxicology and Environmental Safety Volume 64, Issue 1, Pages 1- 

100（May 2006）Environmental Risk Assessment of Alcohol Ethoxylate 

Nonionic Surfactant Edited by Dr.Scott Belanger

　　　　　　　　　（邦訳文監修：山本昭子／Ｐ＆Ｇジャパン株式会社）

	32－１	 予測環境保護濃度推定のための種間相関評価法

　 Dyer, S.D., D.J.Versteeg, S.E.Belanger, J.G.Chaney, and F.L.Mayer. 2006.

　 Environmental Science and Technology 40 : 3102-3111.

　（邦訳文監修：山本昭子／Ｐ＆Ｇジャパン株式会社）

	32－２	 河�川底質中のアルコールエトキシレートおよび脂肪族アルコールの評価、 ならびにア

ルコールエトキシレート混合物の底質環境リスク評価への適用

　 Dyer, S.D., H.Sanderson, S.W.Waite, A.Evans, R.Van Compernolle, 

　 A.J.DeCarvahlo, D.J.Hooton, B.B.Prince, A.Nielsen, and A.Sherren. 2006.

　 Environmental Monitoring and Assessment 120 : 45-63.

　（邦訳文監修：山本昭子／Ｐ＆Ｇジャパン株式会社）
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	33－１	 Aquatic Environmental Monitoring of Detergent Surfactants

　三浦千明（ライオン株式会社）， 西山直宏（花王）， 山本昭子（Ｐ＆Ｇジャパン株式会社）

　 Journal of Oleo Science 　57，（3）161－170（2008）

	34－１	 アミンオキシドに関する文献について

　 �Hans Sanderson, Caritas Tibazarwa, William Greggs, Donald J. Versteeg, 

　 Yutaka Kasai, Kathleen Stanton, Richard I. Sedlak

　 Journal of Risk Analysis, Vol. 29, No. 6, 857-867, 2009

　（要旨訳；日本石鹸洗剤工業会）

	34－２	 高級アルコールに関する文献について

　 Ecotoxicology and Environmental Safety，Vol. 72, No. ４ より抜粋

　（解説；笠井裕／花王株式会社，要旨訳；日本石鹸洗剤工業会）

	35－１	 直鎖アルキルベンゼンスルホン酸（LAS）の水圏生態リスク評価

　山本昭子（P&G ジャパン株式会社），西山直宏・山根雅之（花王株式会社），

　�吉田浩介・三浦千明（ライオン株式会社），石川百合子（独立行政法人産業技術総

合研究所）

　水環境学会誌　33（1）（2010）

	36－１	 家庭用洗浄剤に用いる界面活性剤の生態リスク評価

　西山直宏・山根雅之（花王），山本昭子（P&G），吉田浩介（ライオン）

　第45回日本水環境学会年会　講演集（2011） 

	36－２	 Ri�ver Water Monitoring of Major Surfactants and their Aquatic Environmental Risk 

Assessment in Japan

　M.YAMANE1, K.YOSHIDA2, A.YAMAMOTO3, H.KAWASAKI4  and N.NISHIYAMA1

　�1 Kao Corporation, Tochigi, 2 Lion Corporation, Odawara, 

　3 Proctor&Gamble Japan K.K., Kobe, 4 ADEKA Corporation, Tokyo

   CESIO2011ポスター発表要旨（2011）

	37－１	 家庭用洗浄剤に用いる界面活性剤の生態リスク評価

　川崎秀夫・山本昭子・吉田浩介・松本浩子・小林豊久・浅田由美・山根雅之

　第46回日本水環境学会年会　講演集（2012） 
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	37－２	 An Exploration of the Safety of Major Surfactant Classes in the Environment

⑴　 Aquatic Environmental Risk Assessment of Linear Alkylbenzene Sulphonate 

（LAS）in Japan based on the High Tier Approach

Masayuki Yamane1, Akiko Yamamoto2, Kousuke Yoshida3, Hideo Kawasaki4, 　

Hiroko Matsumoto5, Toyohisa Kobayashi6, Yumi Asada7, Fusae Harada3

1 Kao Corporation,  2 P&G Japan K.K.,  3 Lion Corporation,  4 ADEKA Corporation, 

5 SHISEIDO CO., LTD.,  6 NOFCorporation,  7 Unilever Japan K.K.

SETAC Asia Pacific 2012 口頭発表要旨より

	37－３	� An Exploration of the Safety of Major Surfactant Classes in the Environment

⑵�　 Aquatic environmental risk assessment of 4 major surfactants used in household 

products.

Hideo KAWASAKI, Akiko YAMAMOTO, Kousuke YOSHIDA, 　　　　　　

Hiroko MATSUMOTO, Toyohisa KOBAYASHI, Yumi ASADA, 

Masayuki YAMANE.

SETAC Asia Pacific 2012 ポスター発表要旨より

	38－１	 家庭用洗浄剤に用いる界面活性剤の生態リスク評価

　川崎秀夫，山本昭子，臼井秀人，松本浩子・小倉敦彦，浅田由美，山根雅之

　第22回環境化学討論会ポスター発表要旨（東京：2013年）より

	39－１	� 家庭用洗浄剤に用いる界面活性剤の河川表層水・底質モニタリングおよび生態系リス

ク評価

　臼井秀人，山本昭子，平野富也，松本浩子，小倉敦彦，浅田由美，山根雅之

　第48回日本水環境学会年会　講演集（2014） 

	39－２	� 河川水中におけるエステル４級塩の微量分析法の開発

　山根雅之，平野富也，山本昭子，吉田浩介，角田聡，小倉敦彦，浅田由美，

　牛岡聡司・川中洋平（株式会社環境管理センター）

　第23回環境化学討論会ポスター発表要旨（京都：2014年）より

40－1	�	 家庭用洗浄剤に用いる界面活性剤の河川表層水底質モニタリングおよび生態系リスク評価

　平野富也，臼井秀人，山本昭子，中谷善昌，小倉敦彦，浅田由美，山根雅之

　第49回日本水環境学会年会　講演集（2015）
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	41－1	 家庭用洗浄剤に用いる界面活性剤の河川表層水底質モニタリングおよび生態系リスク評価

　平野富也，臼井秀人，廣田衛彦，小倉敦彦，浅田由美，山根雅之，山本昭子

　第50回日本水環境学会年会　講演集（2016）

	41－２	� 高次評価法を用いた予測無影響濃度（PNEC）導出アプローチの検討�  

－界面活性剤を中心として－

　山本昭子，吉田浩介，山根雅之

　第50回日本水環境学会年会　講演集（2016）

42－3		� 家庭用洗浄剤に用いる界面活性剤の河川表層水・底質モニタリングおよび生態系リス

ク評価

　平野富也，吉田浩介，廣田衛彦，田口須惠，登口扶由子，山根雅之，山本昭子

　第51回日本水環境学会年会　講演集（2017）

42－4		� 河川水中における直鎖アルキルベンゼンスルホン酸塩（LAS）のサロゲート分析法の開

発

　吉田浩介，平野富也，西岡　亨，田口須惠，登口扶由子，廣田衛彦，山本昭子，

　牛岡聡司・川中洋平・今井志保（株式会社環境管理センター）

　第26回環境化学討論会発表要旨（静岡：2017年）より

42－5		 高次評価法を用いた予測無影響濃度（PNEC）導出アプローチの検討

		  －界面活性剤を中心として－

　塩出佐知子，山本昭子，山根雅之，吉田浩介

　第23回日本環境毒性学会研究発表会ポスター発表要旨（2017）

43－1		� 界面活性剤５種類を用いた産総研 - 水系暴露解析モデル（AIST-SHANEL）の河川水濃

度の推定精度向上に関する研究

　西岡　亨，本田大士，舞原文女，佐々友章，本多泰揮，山根雅之，森田　修，

　石川百合子（産業技術総合研究所 安全科学研究部門）

　第27回環境化学討論会発表要旨（沖縄：2018年）より
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44－1		� 複数の界面活性剤の掃流係数キャリブレーションによる産総研－水系暴露解析モデル

（AIST-SHANEL）の推定精度向上

　�西岡　亨，本田大士，舞原文女，佐々友章，本多泰揮，石川百合子，森田　修，�  

山根雅之

　水環境学会誌 第41巻５号　 p.129－139（2018）

44－3		� LAS 濃度が高い河川地点はどんな特徴があるか？：水生生物保全を目的とした水環境

管理への示唆

　岩崎雄一，本田大士，西岡　亨，石川百合子，山根雅之

　水環境学会誌　第42巻５号　 p.201－206（2019）

44－4		� Validation of AIST-SHANEL Model Based on Spatiotemporally Extensive Monitoring 

Data of Linear Alkylbenzene Sulfonate in Japan: Toward a Better Strategy on 

Deriving Predicted Environmental Concentrations

　 �Tohru Nishioka, Yuichi Iwasaki, Yuriko Ishikawa, Masayuki Yamane, Osamu 

Morita, Hiroshi Honda

　 �Integrated Environmental Assessment and Management Volume 15, No. 5 p. 750–

759 (2019)

44－5		� 河川水試料を対象とした直鎖アルキルベンゼンスルホン酸塩（LAS）のサロゲート分

析法の開発

　�今井志保，川中洋平，菊池奈美，牛岡聡司，石井善昭，吉田浩介，平野富也，西岡

　亨，田口須恵，登口扶由子，小林　浩，塩出佐知子

　環境と測定技術／ Vol. 45 No. 9　2018

	45－1	� 家庭用洗浄剤に用いる界面活性剤の河川表層水・底質モニタリングおよび生態系リス

ク評価

　木島雄平，平野富也，田口須恵，小林　浩，西岡　亨，吉田浩介

　第54回日本水環境学会年会講演集より

	45－3	� Probabilistic Environmental Risk Assessment for Linear Alkyl Benzene Sulfonate 

(LAS) in Japan Reduces Assessment Uncertainty

　 Sachiko Shiode, Kathleen McDonough, Scott E. Belanger, Greg J. Carr

　 Journal of Water and Environment Technology Volume 18, No.2. 80-94 (2020)
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5. その他

18－２		 界面活性剤の発泡性の比較

　菊地幹夫， 若林明子（東京都環境科学研究所）

　水環境学会誌　15（10）， 734 〜 738（1992）

21－１		 石けん・洗剤業界と包装廃棄物問題について

　茂利　晃（花王株式会社）

　環境管理　32（4）， 421 〜 425（1996）

	21－２	 消費財の環境リスクアセスメント手法

　 Donald J.Versteeg（P&G U.S.A.）， 宮岡暢洋・山本昭子（P&G F.E.）

　水環境学会誌　18（9）， 724 〜 731（1995）

	21－３	 環境問題からみた合成洗剤の技術開発史

　大場健吉・武井玲子（ライオン株式会社）

　化学史研究　22（2）， 127 〜 141（1995）

	22－１	 界面活性剤および合成洗剤に関するライフサイクルアセスメントの研究動向

　武井玲子（ライオン株式会社）

　家庭科学研究　38（5）， 1 〜 10（1996）

	23－１	 界面活性剤と環境（要約）

　 Larry N.Britton（CONDEA Vista Company）， 

　（訳・要約；三浦千明／ライオン株式会社），（1998）

	24－１	 家庭用洗剤における下水道対策

　三浦千明（ライオン株式会社）

　月刊下水道　22（5）， 　49 〜 52（1999）

	24－３	 台所用洗剤容器のライフサイクルインベントリ

――詰替品に対する消費者の意識と行動実態調査結果の考察 ――　 

　武井玲子・永山升三・伊藤紀之（共立女子大学）

　稲葉　敦（工業技術院 資源環境技術総合研究所）

　日本エネルギー学会誌　77（12）， 1177 〜 1183（1998）
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	26－１	 ライフサイクルアセスメント　－その便益と限界－

　今井　聡， レイナ・パント， 李　冠群（Ｐ＆Ｇ Ｆ．Ｅ．）

　フレグランスジャーナル　６月号別刷， 15 〜 24（2001）

	34－３	 化審法の改正について

　 Yutaka Kasai（Kao Corporation）

　 Household and Personal Care TODAY， P.62-65, n １/2009

	48－1	 企業における消費者製品に使用する化学物質の安全管理

　村澤香織（P&G ジャパン合同会社）

　化学物質と環境　 No.177，5（2023）

	48－2	� 国際的な化学物質管理のための戦略的アプローチ（SAICM）の2020年以降の枠組み策

定動向と企業の取り組み

　長谷恵美子（花王株式会社）

　化学物質と環境　 No.178，13（2023）

	49－１	 リスク評価が困難な化学物質の国内外における対応状況

澤井淳（いであ株式会社）

化学物質と環境　 No.185，1（2024）

	49－２	 化審法における化学物質管理と、リスク評価のさらなる合理化・加速化について

楠見理恵（経済産業省）

化学物質と環境　 No.185，5（2024）

	49－３	 家庭用品中の試験困難物質の安全性評価における取り組み

木島雄平（日本石鹸洗剤工業会）

化学物質と環境　 No.185，7（2024）

	49－４	� 環境中に排出される化学物質の曝露評価・リスク管理における環境動態モデル予測の

現状と課題

今泉圭隆（国立研究開発法人 国立環境研究所）

化学物質と環境　 No.185，15（2024）
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